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【公共施設等総合管理計画の記載にあたっての前提】 

① 端数処理について 

本計画で取り扱う数値は、金額は単位未満を切り捨て、延床面積等は単位未満を四捨

五入の端数処理することを基本としています。このため、各数値の合計が表記される合

計欄の数値と一致しない場合があります。 

② 調査時点と年度表記について 

本計画に掲載する数値は令和元年度（令和 2 年 3 月 31 日に終了する事業年度）を基

本とし、公営企業会計施設については令和 2 年度（令和 3 年 3 月 31 日に終了する事業

年度）を基本としています。それ以外の時点の情報を利用する場合は、その旨を注記し

ています。 

③ ％（パーセント）表記について 

「％（パーセント）」表記は小数第 2 位を四捨五入しているため、合計値が「100％」

にならない場合があります。 
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序章 公共施設等総合管理計画について 

 計画策定の背景 

西会津町では、行政需要や住民ニーズの高まりにより、これまで多くの公共施設を整備してきまし

たが、役場本庁舎や連絡所・支所などの行政系施設をはじめ、小・中学校などの義務教育施設やケー

ブルテレビなどの情報通信施設、さゆり公園内にある多目的広場や野球場、体育館、屋内外プール、

更には温泉施設やフィールドアスレチックなどのスポーツ・観光又はレクリエーション施設、公営住

宅など多岐にわたっています。 

また、道路や橋りょう、上・下水道施設などのインフラ施設についても保有するなか、これらの公

共施設等が順次、更新時期を迎えることに伴い、老朽化した施設にかかる多額の修繕や建て替え費用、

維持管理費用に対する財源の確保が課題となります。 

その一方で、現下の厳しい財政状況のもと、少子高齢化の進行と加速する人口減少において、今後

は既存の公共施設をできる限り有効に活用し、時代とともに変化する住民ニーズに適切に対応する

ため、効率的な施設管理を計画的に進めていく必要が生じています。 

このような中、総務省から「公共施設の総合的かつ計画的な管理の推進について」が通知されたこ

とに伴い、本町では、中長期的な公共施設等の適切な規模とあり方を検討し、本町の公共施設等の管

理に関する基本的な方針を整理した「西会津町公共施設等総合管理計画」を平成 29（2017）年 3 月

に策定しました。 

その後、国では平成 30（2018）年 2 月に「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」を

改定、令和 3（2021）年 1 月に「令和 3 年度までの公共施設等総合管理計画の見直しに当たっての

留意事項」を示し、令和 3 年度中の総合管理計画見直しを求めています。 

今回定める改訂版は、このような状況を踏まえ、これまで進めてきた公共施設等に関する取り組み

や個別施設計画の考えを前提に「西会津町公共施設等総合管理計画」の見直しを行うものです。 

 

 

 計画の目的 

本計画は、厳しい財政状況が続く中で、今後、人口減少等により公共施設等の利用需要が変化して

いくことが予想されることを踏まえ、公共施設等の全体の状況を把握し、長期的な視点をもって、更

新や統廃合、長寿命化などを計画的に行うことを目的とした計画です。 

本計画で示された方針に基づき、今後、公共施設等の再編計画等を策定するなど、公共施設等の総

合的なマネンジメントを進めていきます。 
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 計画期間 

計画期間は平成 28(2016)～令和 12(2030)年度までの 15 年間とします。 

なお、社会情勢や地域環境等に大きな変化があった場合には、上記に関わらず見直しを行うことと

します。 

 

 対象とする公共施設 

本計画において対象とする公共施設等は、普通会計に属する公共施設のみならず、公営企業会計

に属する公共建築物、道路、橋りょう、上・下水道施設などの公共インフラを含む、全ての公共施

設等とします。  

なお、本計画に計上する公共施設等は「公共建築物（庁舎、消防施設、学校、図書館、体育館、

福祉施設等）」と「インフラ施設（道路、橋りょう、砂防、上・下水道施設、トンネル、シェッド

等）」の2種類に大別することとします。 

 

 関連計画との整合性 

 本計画に関連する本町の計画は、主に以下の計画があります。 

関連計画等 関連する記載内容 

西会津町総合計画 

（第 4 次） 
まちづくりの指針となる最上位計画。 

西会津町 

公共施設個別施設計画 

公共施設の維持管理・更新等の具体的な対策の内容や実施時期な

どを定めた個別施設ごとの長寿命化計画。 

令和２年度 

公園施設長寿命化計画 

さゆり公園の安全確保及びライフサイクルコストの縮減と費用

の平準化を図ることを目的とした計画。 

平成 30 年度 

さゆり公園（ふれあい交流施

設）長寿命化計画 

都市公園施設の老朽化に対する安全対策の強化と、将来の改築・

更新に係るコストの縮減や平準化を図ることを目的とした計画。

さゆり公園のうち公園「ふれあい交流施設」を対象とする。 

西会津町 

シェッド等長寿命化修繕計画 

西会津町が管理するシェッド等について、将来的な財政負担の低

減および道路交通の安全性の確保を図るための計画。 

西会津町 

橋梁長寿命化修繕計画 

西会津町が管理する道路橋について、維持管理コストの縮減と事

業予算の平準化を行い、道路交通ネットワークの安全性と信頼性

を将来にわたり確保するための計画。 

西会津町 

水道事業経営戦略 
住民に不可欠なサービスを継続するための中長期的な経営戦略。 

西会津町 

下水道事業経営戦略 
住民に不可欠なサービスを継続するための中長期的な経営戦略。 
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第１章 西会津町の概要 

 西会津町の概況 

本町は、昭和 29 年 7 月 1 日に河沼郡野沢町、尾野本村、登世島村、睦合村、下谷村、上野尻村、

群岡村、宝坂村、耶麻郡新郷村、奥川村の１町９ヵ村が合併し「西会津町」が誕生しました。 

その後、昭和 35 年 10 月に旧高郷村(現喜多方市)の軽沢地区を編入して現在に至っています。 

平成 16 年 9 月に「西会津町自立宣言」をして、他の市町村とは合併せずに自立の道を歩むことを

決めました。また、平成 19 年 12 月には町の憲法といえる「西会津町まちづくり基本条例」を制定

し、町民・議会・行政が一体となった「協働によるまちづくり」を進めており、平成 26 年には西会

津町が誕生して 60 年を迎えました。 

 

西会津町の位置図 

 

西会津町は、福島県の北西部、耶麻郡に位置し、 

周囲は東に喜多方市・会津坂下町、南に柳津町と 

金山町、北西部は新潟県阿賀町に接しています。 

東西に 17.55ｋｍ、南北に 34.50ｋｍと南北に 

長く、298.18ｋ㎡の面積を有し、全体の 85％を 

山林が占める山村地域でありますが、かつては越 

後街道の宿場町、西の玄関口として交通・商業の 

要衝の地として栄え、大山祗神社や鳥追観音など 

がある「信仰の里」としても親しまれる古い歴史 

の町でもありました。 

また、本町の中央部において国道 49 号が東西 

に横断し、その南側には平成 9 年 10 月 1 日に全 

線開通した磐越自動車道があります。そのほか、 

主な幹線道路として南に伸びる国道 400 号と北 

部を横断する国道 459 号があり、一級河川阿賀 

川が町の中央部を流れ、それに沿ってＪＲ磐越西 

線が通っています。 

西会津町のデータ  

面積 298.18㎢  

総人口 5,770人（R2国勢調査「確定値」） 
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施設数 延床面積(㎡) 施設数 延床面積(㎡)

コミュニティ施設 1 967 1 936

公民館 2 1,327 1 1,127

体育館 5 4,196 5 4,196

プール 1 978 1 977

屋外運動場 1 360 1 361

その他スポーツ施設 1 1,210 1 1,210

キャンプ場等 1 719 1 719

レクリエーション施設 1 126 1 126

観光施設 2 1,943 2 1,878

保養施設 保養施設 1 2,368 1 2,368

小学校 1 4,721 1 4,721

中学校 1 8,429 1 8,429

その他教育施設 給食センター 1 667 1 667

子育て支援施設 幼保・こども園 こども園 1 1,793 1 1,928

医療施設 医療施設 診療所・医療センター 5 1,154 3 1,016

高齢福祉施設 高齢者福祉施設等 6 4,277 6 4,277

保健施設 母子等生活支援施設 1 456 1 502

庁舎等 庁舎 4 4,075 4 4,905

消防施設 分署・分遣所・出張所 1 2,644 1 2,680

その他行政系施設 その他行政系施設 23 2,804 27 4,301

公営住宅 公営住宅 公営住宅 5 10,315 5 10,221

公園 公園 公園 1 1,120 3 1,194

公衆便所 5 129 4 95

その他 6 1,296 5 1,213

普通財産 24 19,048 21 17,111

101 77,122 99 77,158

町民文化系施設 集会施設

大分類 中分類 小分類
H28年度 R1年度

行政系施設

その他 その他

合計

スポーツ・

レクリエーション系施設

スポーツ施設

レクリエーション施設・

観光施設

学校教育系施設
学校

保健・福祉施設

 公共施設の状況 

（１）公共施設の状況 

令和元年度末時点で本町が保有する普通会計に属する公共施設は 99 施設（総延床面積 77,158 ㎡）

です。 

表 1-1 対象施設の一覧 
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※対象施設一覧の大分類・中分類は、総務省更新費用試算ソフト内の用途分類に準拠しました。 

※複合施設の場合は、それぞれの分類毎に施設数を計上しています。 

※平成 28 年度に固定資産台帳を整備したことに伴い、施設等に変更がなくても数値が違う場合があります。 
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町民文化系施設

2.7%

スポーツ・

レクリエーション系

施設

15.3%

学校教育系施設

17.9%

子育て支援施設

2.5%
医療施設

1.3%

保健・

福祉施設

6.2%

行政系施設

15.5%

公営住宅

13.2%

公園

1.5%

その他

23.9%

 

図 1-2 大分類別の延床面積割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画における公共施設の延床面積は、その他（23.9％）が最多で、うち 22.2％を普通財産が占

めています。以降、学校教育系施設（17.9%）、行政系施設（15.5%）と続きます。 
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H28年度 R2年度

施設数 施設数

上水道・下水道 20 33

会計区分

延長（m） 面積（㎡） 延長（m） 面積（㎡）

1級町道 29,161 211,821 29,161 211,821

2級町道 36,020 170,028 35,946 173,486

その他の町道 345,226 1,341,568 344,762 1,341,327

林道（舗装分） 102,422 433,778 103,204 436,702

自転車歩行車道 15,951 46,495 15,952 46,498

合計 528,780 2,203,690 529,025 2,209,834

種別

H28年度 R2年度

（２）公営企業1の施設 

西会津町が管理する公営企業施設は以下の通りです。 

 

表 1-2 インフラ系公共建築物の一覧 

 

 

 

 

 

 

令和 2 年度末時点において、上水道施設として浄水場 4 施設、配水池 21 施設、下水道施設として

処理場 8 施設、計 33 施設を保有しています。 

なお、本計画策定当時から施設自体は変わっていませんが、令和２年４月１日から簡易水道事業及

び下水道事業が地方公営企業法適用へと移行し、従来の官公庁会計から公営企業会計に変更となっ

たことに伴い、施設数の計上方法が変更となり、計上値が増となっています。 

 

 

 インフラの状況 

西会津町が管理するインフラ（道路、橋りょう、上水道、下水道）の各総量は以下の通りです。 

表 1-3-1 道路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年度末時点において、529,025m、2,209,834 ㎡を保有しています。 

 

                                         
1 公営企業とは、地方公営企業法を適用している上水道事業、下水道事業等のことです。 
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H28年度 R2年度

面積（㎡） 面積（㎡）

PC橋 3,053 3,169

RC橋 2,479 2,033

鋼橋 10,397 11,199

石橋 - -

その他 231 -

合計 16,160.00 16,401.00

種別

H28年度 R2年度

数量（本） 数量（本）

15m未満 110 106

15m以上 64 61

合計 174 167

種別

表 1-3-2 橋りょう(橋長別) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-3-3 橋りょう(橋種別) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年度末時点において、167 本、16,401 ㎡を保有しています。 
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H28年度 R2年度

延長（m） 延長（m）

導水管 775 775

送水管 2,391 2,391

配水管 53,627 53,627

合計 56,793 56,793

種別

H28年度 R2年度

延長（m） 延長（m）

導水管 4,611 4,517

送水管 3,752 3,766

配水管 43,456 45,292

合計 51,819 53,575

種別

 

表 1-3-4 上水道管路(水道事業) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度末時点における水道事業の保有管路延長は、導水管 775m、送水管 2,391m、配水管

53,627m、合計 56,793m です。 

 

表 1-3-5 上水道管路(簡易水道等事業) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

簡易水道等事業における保有管路延長は、導水管 4,517m、送水管 3,766m、配水管 45,292m、

合計 53,575m です。 
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序
章 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第
５
章 

H28年度 R2年度

延長（m） 延長（m）

250mm未満 26,509 26,614

合計 26,509 26,614

種別

H28年度 R2年度

延長（m） 延長（m）

コンクリート管 51 51

塩ビ管 26,256 26,361

その他 202 202

合計 26,509 26,614

種別

H28年度 R2年度

延長（m） 延長（m）

250mm未満 24,179 24,179

合計 24,179 24,179

種別

H28年度 R2年度

延長（m） 延長（m）

塩ビ管 24,094 24,094

その他 85 85

合計 24,179 24,179

種別

 

表 1-3-6 下水道管路(特定環境保全公共下水道事業_管径別) 

 

 

 

 

 

表 1-3-7 下水道管路(特定環境保全公共下水道事業_管種別) 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度末時点における特定環境保全公共下水道事業の保有管路延長は、26,614m です。 

 

表 1-3-8 下水道管路(農業集落排水処理事業_管径別) 

 

 

 

 

 

 

表 1-3-9 下水道管路(農業集落排水処理事業_管種別) 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度末時点における農業集落排水処理事業の保有管路延長は、24,179m です。 
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序
章 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第
５
章 

0 人

2,000 人

4,000 人

6,000 人

8,000 人

平成

27年

令和

２年

令和

７年

令和

１２年

令和

１７年

令和

２２年

総人口 年少人口（0～14歳） 生産人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

将来推計人口

6,582

5,770

将来推計

人口

国勢調査

人口

5,175
4,563

4,007
3,473

3,143

2,872

2,720 2,634 2,472
2,185

1,934

2,582
2,126 1,732

1,2961,522

567 468 415 359 300 243

35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47
48
49
50
51
52
53
54
55
56
57
58
59
60
61
62
63
64
65

5.4 6.0 7.0 8.7 10.9 13.5 16.0 19.1 24.5 29.8 35.9 39.7 41.4 43.6 47.1 

57.7 58.2 56.9 58.1 
61.8 

65.1 66.3 64.1 59.6 55.6 
50.8 48.7 48.8 47.8 44.7 

36.9 35.8 36.2 33.3 27.4 21.5 17.7 16.8 15.9 14.6 13.3 11.6 9.8 8.6 8.1 
0%

20%

40%

60%

80%

100%

昭和

25年

昭和

30年

昭和

35年

昭和

40年

昭和

45年

昭和

50年

昭和

55年

昭和

60年

平成

２年

平成

７年

平成

12年

平成

17年

平成

22年

平成

27年

令和

２年

年少人口（0～14歳） 生産人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

年齢別人口比率（３区分）の推移

資料：国勢調査

資料：国勢調査

 人口動向 

西会津町の人口推移と推計 

本町の人口は昭和 25（1950）年に 19,610 人を記録して以降、減少が続き、令和 2（2020）年

時点では 5,770 人まで減少しています。年齢別人口構成比率で見ると、昭和 25（1950）年時点で

5.4%だった老齢人口が令和 2（2020）年時点では 47.1%に増加した一方で、生産人口は 57.7%か

ら 44.7%に減少、年少人口は 36.9%から 8.1%と 1 割を切るに至っています。今後もこの傾向が続

くと、令和 22（2040）年の人口は 3,473 人になると見込まれており、人口減少、少子高齢化の抑

制が喫緊の課題となっています。 

図 1-3 本町の人口推移と将来推計 

※出典：西会津町総合計画（第 4 次） 
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序
章 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第
５
章 

608 610 597 608 619 617 612 617 

3,023 3,064 2,925 3,029 2,971 2,828 2,975 3,178

177 176 234 213 223 227 236
253

807 895
746

933 751
661

760
963

775
940

420
582

553
337

340

1,284580
650

641

715
520

481
482

462894

1,242

1,076

1,594

1,664

1,209
1,014

1,370
6,864

7,577

6,639

7,674
7,302

6,360 6,418

8,126

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

（百万円）

地方税 地方交付税 その他一般財源 地方債 国庫支出金 都道府県支出金 その他特定財源

 財政の現況と課題 

（１）歳入 

図 1-4 普通会計歳入の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本町の令和 2 年度の普通会計歳入額は約 81.3 億円です。その内訳は、地方交付税が約 31.8 億円

と最も多く約 4 割を占めています。次いでその他特定財源が約 13.7 億円、国庫支出金が約 12.8 億

円と続きます。 

令和 2 年度は新型コロナウイルス感染症対策に伴い国庫支出金が大幅に増加しているほか、ふる

さと応援寄付金の寄付額が増加したことによりその他特定財源が大きく増加しています。また、防災

行政無線デジタル化改修整備事業、小規模多機能型居宅介護施設整備事業の実施などにより、地方債

も増加しています。 
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序
章 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第
５
章 

873 919 880 921 908 945 920 1,001 

839 886 919 970 967 1,069 1,040 1,047
175 179 140 208 263 151 121

260405 436 411
435 402 395 386

400554 573 647
698 686 637 661

1,7161,525

2,121

1,207

1,904 1,714
1,037 1,070

1,340
863

727

748

711
753

760 800

892

764

735

707

924
555

424 458

731

685

701

696

688

706

724 709

473

6,682

7,276

6,355

7,459

6,953

6,142 6,166

7,860

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

（百万円）

人件費 物件費 維持補修費 扶助費 補助費等 投資的経費 公債費 積立金・投資・出資金・貸付金 繰出金

（２）歳出 

図 1-5 普通会計歳出の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 2 年度の普通会計歳出決算総額は約 78.6 億円となっています。その内訳は、補助費等が約

17.2 億円で最も多く歳出全体の 2 割強を占めます。以下、投資的経費が約 13.4 億円、物件費が約

10.5 億円と続きます。 

歳出決算額の推移をみると、直近３カ年は減少傾向にあった歳出総額が、令和 2 年度においては

大きく増加しました。これは歳入と同様、新型コロナウイルス感染症対策のため補助費等の金額が増

大した事に由来します。 

投資的経費については小学校新校舎や認定こども園舎の新築事業、橋りょうの耐震補強事業など

により、年度ごとに大きく変動しています。なお、令和 2 年度においては、防災行政無線デジタル化

改修整備事業、小規模多機能型居宅介護施設整備事業などを実施しています。 
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序
章 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第
５
章 

7,719 8,299 8,219

9,508 9,940 10,313

17,227
18,238 18,532

55.2 54.5 55.7 
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償却資産帳簿価額 減価償却累計額 減価償却率

（％）（百万円）

16,159 15,734 15,263

23,851 24,560 25,265

40,010 40,294 40,527

59.6 61.0 62.3 

0
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0
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償却資産帳簿価額 減価償却累計額 減価償却率

（％）（百万円）

（３）有形固定資産減価償却率の推移 

建築物等償却資産の、帳簿原価に対する減価償却累計額割合を計算することにより、耐用年数に対

しどの程度減価償却が進行しているかを把握することができます。 

「統一的な基準」に基づき作成された令和元（2019）年度全体財務書類における貸借対照表より、

本町の事業資産の有形固定資産減価償却率は 55.7％、一方インフラ資産の有形固定資産減価償却率

は 62.3％となっています。 

図 1-6 有形固定資産減価償却率（事業用資産2）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-7 有形固定資産減価償却率（インフラ資産）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                         
2 事業資産及びインフラ資産の区分は『「統一的な基準による地方公会計マニュアル」別表 8 事業用資産とインフラ

資産の区分表』によるものとします。 
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第２章 公共施設等の現況及び将来の見通し 

 更新費用の試算 

（１）公共施設の将来の更新費用  

現在本町が保有する普通会計の施設を耐用年数経過後に同規模（延床面積）で更新した場合の費用

は、15 年間で 233.9 億円となります。これに対し、長寿命化等を実施した場合の更新費用は 15 年

間で 88.6 億円（実績含む）となり、約 145.3 億円の縮減が見込まれます。 
 

図 2-1 公共施設の更新費用試算（普通会計建物） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※あくまで推計値であり、実際の費用とは異なります。 

策定時 
15年間総額 

233.9 億円 

各個別施設計画による 

長寿命化等を実施 

個別施設計画手法 
15年間総額 

88.6 億円 
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さらに、普通会計の施設に加え公営企業等の施設の更新費用を考慮に入れた場合、単純更新した場

合の 15 年間の試算額 238.1 億円と比較して、統廃合や長寿命化等の対策を実施した場合の試算額

は 91.2 億円（実績含む）となり、約 146.9 億円の縮減が見込まれます。 

 

図 2-2 公共施設の更新費用試算（普通会計建物+公営企業等建物） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※あくまで推計値であり、実際の費用とは異なります。 

 
  

策定時 
15年間総額 

238.1 億円 

個別施設計画手法 
15年間総額 

91.2 億円 
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（２）インフラの将来の更新等費用 

道路、橋りょう、上水道、下水道などのインフラについても、建物と同様、更新が必要です。

耐用年数経過後に現在と同規模で更新したと仮定した場合の 15 年間の試算額は 181.4 億円と

なります。一方で、統廃合や長寿命化等の対策を実施した場合の試算額は 118.2 億円（実績含

む）となり、約 63.2 億円の縮減が見込まれます。 

 

図 2-3 インフラ資産の更新費用試算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※道路長寿命化計画未策定のため、試算額には前回策定時の費用を使用しています。 

※あくまで推計値であり、実際の費用とは異なります。 

  

15年間総額 

181.4 億円 

策定時 

各個別施設計画による 

長寿命化等を実施 

15年間総額 

118.2 億円 

個別施設計画手法 



第２章 公共施設等の現況及び将来の見通し 

  20  

 

序
章 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第
５
章 

0

10

20

30

40

50

H28

2016

H29

2017

H30

2018

R1

2019

R2

2020

R3

2021

R4

2022

R5

2023

R6

2024

R7

2025

R8

2026

R9

2027

R10

2028

R11

2029

R12

2030

投資的経費 公共施設整備額 道路整備額 橋りょう整備額 上水道整備額 下水道整備額

（億円）

0

10

20

30

40

50

H28

2016

H29

2017

H30

2018

R1

2019

R2

2020

R3

2021

R4

2022

R5

2023

R6

2024

R7

2025

R8

2026

R9

2027

R10

2028

R11

2029

R12

2030

投資的経費 公共施設整備額 道路整備額 橋りょう整備額 上水道整備額 下水道整備額

（億円）

（３）公共施設等の将来の更新等費用 

ここまでの試算を合計すると、耐用年数経過後に同じ規模（延床面積）で更新したと仮定した場合

の 15 年間の試算額 419.5 億円と比較して、統廃合や長寿命化等の対策を実施した場合の試算額は

209.4 億円（実績含む）となり、約 210.1 億円の縮減が見込まれます。 

 

図 2-4 公共施設とインフラ資産の更新費用試算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※あくまで推計値であり、実際の費用とは異なります。 

 

  

各個別施設計画による 

長寿命化等を実施 

15年間総額 

419.5 億円 

策定時 

15年間総額 

209.4 億円 

個別施設計画手法 
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章 

 

【試算条件又は引用元情報】 

（A）H29 策定時 

総務省が公開する「公共施設等更新費用試算ソフト」による単価と、法定耐用年数を使用した試算。 

（B）個別施設計画手法 

【建築物】 

公共施設 「西会津町公共施設個別施設計画」より、長寿命化平準化後の値を使用 

公園 「さゆり公園（ふれあい交流施設）長寿命化計画」「公園施設長寿命化計画」より、

長寿命化平準化後の値を使用 

【インフラ】 

道路 長寿命化計画未策定のため、総合管理計画策定時の値を使用 

シェッド 「西会津町シェッド等長寿命化修繕計画」より、長寿命化平準化後の値を使用 

橋りょう 「西会津町橋梁長寿命化修繕計画書」より、個別 LCC 結果総計の値を使用 

上水道 「西会津町水道事業経営戦略」より、投資財政計画の値を使用 

下水道 「西会津町下水道事業経営戦略」より、投資財政計画の値を使用 
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序
章 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第
５
章 

5,984,934

7,158,332

5,449,402 5,426,319

5,120,080

4,927,884
4,814,062 4,773,770

4,973,025

4,533,565 4,565,892

3,958,218

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32

単
位

千
円

更新費用を反映した歳入内訳推移

その他特定財源

都道府県支出金

国庫支出金

地方債

その他一般財源

地方交付税

地方税

歳出合計

シミュレーション実績

 歳入・歳出全体ベースでの財政推計 

（１）財政シミュレーション 

公共施設等の維持管理・修繕・更新等に係る中長期的な経費の必要見込額や、これらの経費に充当

可能な財源の見込額などを算出するに当たり、第 1 章 5 で整理した過去の財政状況を参照し、第 2

章 1 の公共施設等の維持管理・修繕・更新等に係る中長期的な経費の必要見込額を試算しました。 

また、これらの経費に充当可能な財源の見込額を算出するために、以下のような主な前提条件を設

定し、普通会計3について財政シミュレーションを行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5 歳入シミュレーション 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                         
3 普通会計とは、一般会計を中心とした会計のことで、地方公共団体の会計のうち公営事業会計を除く会計をいいま

す。 

・平成 29（2019）年度から令和 2（2022）年度の決算額を基礎とする。 

・個人市町村税は生産年齢人口の変化と連動させる。 

・普通交付金は総人口の変化と連動させる。 

・国庫支出金、県支出金は更新費用試算結果と連動させる。 

・公債は更新費用試算結果と連動させる。 

・長期的視点から将来的に±0 となる繰入金・繰越金は控除する。 

【歳入の主な前提条件】 
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6,416,245

7,150,734

5,506,591
5,686,754

5,511,606 5,451,114 5,464,177
5,613,415

6,085,441

5,740,388

5,931,219

5,178,525

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32

単
位

千
円

更新費用を反映した歳出内訳推移

投資的経費

積立金・投資・出資貸

付金等

繰出金

補助費等

維持補修費

物件費

公債費

扶助費

人件費

歳入合計

シミュレーション実績

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 歳出シミュレーション 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方税の減少、公共施設の縮減等により、全体として歳入、歳出ともに減少傾向が見られます。 

公共施設の更新や投資の際に発行する地方債の返済等の影響により、令和 4 年以降は歳出額が歳

入額を上回る（歳出を歳入で賄えなくなる）結果となりました。 

 

※この推計は、公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針を定めるために実施するものであり、本町の財政運

営をこの推計どおりに行っていくことを示すものではありません。 

 

  

・平成 29（2019）年度から令和 2（2022）年度の決算額を基礎とする。 

・扶助費は年齢区分別の人口変化と連動させる。 

・公債費は更新費用試算結果と連動させる。 

・繰出金（一部）は年齢区分別の人口変化と連動させる。 

・普通建設事業費は更新費用試算結果と連動させる。 

・更新費用試算結果は個別施設計画等で算定した値を活用し、未策定の道路は過

去 4 ヵ年で投資した金額の平均を採用する。 

・長期的視点から将来的に±0 となる積立金等は控除する。 

【歳出の主な前提条件】 
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0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32

単
位

千
円

施設等関連費用の必要額と使用可能額の比較

施設等関連費用に必要な金額

施設等関連費用に使用可能な金額
実績 シミュレーション

維持管理・修繕

(①)
改修(②) 更新等(③)

合計(④)

(①+②+③)
財源見込み

耐用年経過時に

単純更新した

場合(⑤)

長寿命化対策等

の効果額

(④-⑤)

現在要している

経費

(過去5年平均)

建築物(a) 2,073 581 1,607 4,261 11,193 -6,932 919

インフラ施設(b) 7,562 0 0 7,562 8,030 -467 401

計(a+b) 9,636 581 1,607 11,823 19,222 -7,399 1,321

建築物(c) 0 0 0 0 90 -90 52

インフラ施設(d) 1,962 0 0 1,962 5,822 -3,860 58

計(c+d) 1,962 0 0 1,962 5,912 -3,950 110

2,073 581 1,607 4,261 11,283 -7,022 972

9,524 0 0 9,524 13,851 -4,327 459

11,597 581 1,607 13,785 25,135 -11,350 1,431

建築物計(a+c)

インフラ施設計(b+d)

合計(a+b+c+d)

普通会計 10,349

公営事業

会計
1,962

（２）公共施設等の中長期的な経費の見込み 

図 2-7 公共施設投資の必要額と使用可能な金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳出・歳入シミュレーションの結果と更新費用の試算結果から、令和 3（2021）年～令和 32（2050）

年までの 30 年間において「施設等関連費用に必要な金額」は約 381.2 億円、これに対し「施設等関

連費用に使用可能な金額」は約 183.2 億円となり、約 198.0 億円（単年あたり約 6.6 億円）の更新

財源不足と推計されます。 

表 2-1 中長期的な維持管理・更新等に係る経費の見込み 

単位：百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

本表では、公共施設等の維持管理・更新等に係る経費について、普通会計、公営事業会計ごとに経

費の見込み及び長寿命化対策等の効果額等を示しています。建築物の計が約 42.6 億円、インフラ施

設の計が約 95.2 億円、合わせて約 137.9 億円となっています。単純更新の場合と比較すると、長寿

命化対策等により約 113.5 億円近い縮減が見込まれます。 

 

※ ⑤は各計画における対策前の金額を集計したため、他頁の前回管理計画策定時の金額とは一致しません。 

※ 本表の経費見込みは令和 3（2021）年から令和 12（2030）年の 10 年間から算定しています。 

  

30 年間の不足額 

計 198.0 億円 
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第３章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 

 現状や課題に関する基本認識 

（１）少子高齢化の急激な進行および人口減少によるニーズの変化 

本町はこれまでも人口減少が続き、令和 2（2020）年時点では 5,770 人まで減少しています。今

後もこの傾向は継続し令和 22（2040）年の人口は 3,473 人になると推計されており、急激な少子

高齢化の進行が予想されます。 

人口減少と世代構成の変化により、公共施設へのニーズが変化することが予想される中、このよう

な状況変化に合わせた施設規模の見直しや廃止、更には既存公共施設の利活用や整備など適切に対

応する必要があります。 

（２）公共施設の老朽化 

本町の公共施設の老朽化度を減価償却割合から見ると、有形固定資産減価償却率 60.2％であり、

全体的に老朽化が進んでいることがわかります。 

（３）今後の公共施設等の維持管理 

公共施設等の機能を適切に保つためには、維持管理や運営に係る経常的な費用が毎年度発生し、大

規模修繕なども必要となります。このことから、限られた財源の中で計画的な維持管理と今後の公共

施設等のあり方を検討していく必要があります。 

 

 公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

（１）基本方針 

① まちづくりと連動した公共施設管理の推進 

人口減少や財政の縮小など、社会の動きが拡大から縮小に向かう中で、将来にわたり必要な

行政サービスを提供するためには、サービスの質や量、公共施設等に要する費用などあらゆる

角度から検討を行い、本町の「身の丈にあった公共施設等の維持管理へ」と見直しを進める必

要があります。 

 

② 施設保有量の最適化 

未利用施設を含めた全公共施設等を今後同規模で維持すると仮定した場合、更新（建替え・

大規模改修）にかかる財源が明らかに不足する結果となったことから、公共施設等の総量縮減

は必要不可欠です。 

そのため、今後の財政状況や人口構造などに見合った適切な施設保有量をあらゆる角度か

ら検討し、普通財産などの遊休施設において、利用状況が低く、老朽化が著しい施設について

は除却（解体撤去）等を進めるとともに、社会環境の変化や町民ニーズに対応した施設への転

換を図ることも重要です。 
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③ 計画保全（予防保全）による長寿命化 

インフラ施設（道路、橋りょう、上水道等）をはじめとした今後も継続して使用する公共施

設については、不都合が生じてから修繕を行う「事後保全」の維持管理ではなく、長期的な視

点で計画的な修繕を行う「予防保全」の考え方を推進し、定期的な点検や診断結果に基づく計

画的な修繕を行い、公共施設等の長寿命化を推進します。 

 

④ 住民ニーズに対応した施設の活用 

人口構造や社会情勢の変化などによる住民ニーズの多様化、防災対応やユニバーサルデザ

イン化の推進、環境に配慮した取り組みなど、時代の要請に対応するため施設機能の必要性や

今後のあり方について分析・検討し、地域のニーズや利用状況等を考慮しながら公共施設の有

効活用を行います。 

 

⑤ 民間活力を生かした取り組みの推進 

民間企業などが有しているノウハウを積極的に活用して、サービス水準を維持しながら、計

画的・効率的な維持管理に努め、ライフサイクルコストの縮減を図ります。 

 

（２）実施方針 

① 点検・診断等の実施方針 

法定定期点検に加え、日常の点検を定期的に実施するとともに、マニュアルを作成し、適切

な点検・診断を行います。また、点検・診断等の実施結果を蓄積し、点検・診断等の実施状況

を全庁的に共有できる体制づくりを目指します。 

 
② 維持管理・修繕・更新等の実施方針 

保有施設等の計画的な点検や劣化診断を通じた維持管理、修繕を行うことで、トータルコス

トの縮減・平準化を図ります。また、施設の重要度（利用状況、拠点機能の位置づけの有無等）

や劣化状況に応じて長期的な視点で優先度をつけて、計画的に改修・更新します。 

 

③ 安全確保の実施方針 

点検・診断の結果、危険性が高いと判断された保有施設については、リスク評価を行い、危

険の除去により安全の確保を行います。老朽化等により供用廃止され、今後とも利用見込みの

ない町有施設等については、取壊し等を視野に入れた安全確保を行います。 

 

④ 耐震化の実施方針 

特定既存耐震不適格建築物については、随時耐震診断を実施のうえ、耐震補強を実施します。

耐震診断実施に際しては、災害避難拠点であるかを勘案したうえで、耐震化の優先順位を決定

します。なお、保有施設の昭和 55 年以前の旧耐震基準で建築された施設のうち、建築から 50

年以上経過した建物の耐震診断未実施の施設が多くあることから、計画的に耐震診断を実施

します。 
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⑤ 長寿命化の実施方針 

施設劣化が進む前に計画的に点検や劣化診断（予防保全）を行うことで、施設の長寿命化を

図ります。そのために保有施設等の耐用年数到来年度（更新対応時期）を把握し、他施設と複

合化することが可能な施設については必要な長寿命化を実施していきます。なお、施設によっ

て既に個別計画が策定されている場合、個別の計画内容に基づく長寿命化を図ります。 

 

⑥ ユニバーサルデザイン化の推進方針  

公共施設の更新にあたっては、福島型ユニバーサルデザインの理念に基づく 5 つの基本方

針を定め、これを推進します。 

 

基本方針 1 すべての人が快適に利用できる施設 

基本方針 2 すべての人が簡単に利用できる施設 

基本方針 3 すべての人が安全に利用できる施設 

基本方針 4 さりげなく美しい施設 

基本方針 5 どのような状況にも柔軟に対応できる施設 

 
⑦ 統合や廃止の推進方針 

町有施設の利用状況や老朽化の状況等を踏まえ、統廃合ありきではなく、残すべき行政サ

ービスの観点から、機能集約等を含めて検討するとともに複合化等による機能維持を図りな

がら施設総量の縮減を目指します。また、インフラ施設は、施設の安全管理に努め、更新年

数の延長を図り、更新費用を縮減します。 

 

 計画期間における縮減目標 

① 新たな行政需要が生まれた場合であっても、既存施設の有効活用を図るものとし、原則として  

新規施設は建設しません。止むを得ず新設する場合は、同等面積以上の施設の縮減を検討する

など、公共施設の総量縮減に努めます。 

② 既存施設の更新（建替え）にあたっても行政サービスの必要水準（質）及び総量に着目し、既

存施設を活用した複合施設を検討します。なお、建替え後の面積は、建替え前の面積を上回ら

ないものとします。 

③ 個別施設計画や長寿命化計画の取り組みにより、公共施設投資必要額が縮減され財源の不足額

については改善が見られますが、財政シミュレーションからは今後 30 年間で約 198.0 億円の

不足が見込まれています。各個別施設計画、長寿命化計画の取り組みを推進するとともに、管

理・運営方法の見直し等による経費の縮減、施設使用料の見直し、施設規模の適正化を実施す

ることで、更新財源不足の解消を図り、行政の効率化を目指します。 
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第４章 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

 集会施設 

（１）現状や課題に関する基本認識 

集会施設は、公民館と西会津国際芸術村の 2 施設（延床面積 2,063 ㎡）を保有しており、公共施

設全体の 2.7％を占めています。教育、学術及び文化に関する各種の事業を行い、住民の学習意欲の

向上、健康の増進、情操の純化を図り、生活文化の振興、地域コミュニティの醸成などにおける重要

な拠点となっています。 

公民館は、昭和 40 年代に建てられた施設であり、老朽化も進んでいることから、近い将来、大規

模改修や建て替えにかかる費用が必要になることが推察されます。 

（２）管理に関する基本的な方針 

誰もが気軽に、そして身近に生涯学習活動や文化活動を行えるような施設づくりを進めるととも

に、公民館は活動スペースや駐車場に不便があることから、利用者数や老朽化の状況、コスト面等を

踏まえつつ、類似施設の集約化・複合化を含めた整備について検討を進めていきます。 

また、西会津国際芸術村は、地域住民の交流や学習の活動拠点であるばかりでなく、他の地域の住

民との交流を行う場所として利用される施設であることから、点検・診断等を行い、計画的な維持管

理を進めていきます。 
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 スポーツ施設 

（１）現状や課題に関する基本認識 

スポーツ施設は、５つの体育館（さゆり公園体育館、野沢体育館、群岡体育館、新郷体育館、奥川

体育館）と、さゆり公園屋内温水プール、さゆり公園野球場、屋内ゲートボール場（すぱーく西会津）

の計８施設（延床面積 6,744 ㎡）を保有しており、公共施設全体の 8.7％を占めています。 

町民の健康増進及びスポーツの振興を図るための重要な施設であるため、誰もが気軽にスポーツ

に親しめるようスポーツ活動の普及と促進に努め、町民の心身の健康や生きがいづくりや、地域の交

流につなげていきます。また、競技力の向上を図るために各種事業への支援を行うとともに、町民が

よりよい環境のもとでスポーツ活動に取り組めるように、スポーツの拠点としてさゆり公園スポー

ツ施設の充実を図ります。 

（２）管理に関する基本的な方針 

誰もが生涯にわたってスポーツや運動に親しめるよう、運動施設の適正な維持管理を図るととも

に、各種スポーツ団体の自主的な活動を支援し、スポーツを通して交流が生まれるような環境づくり

を進めていきます。 

さゆり公園のスポーツ施設は、長寿命化計画に沿った施設の更新を行うとともに、必要に応じて公

園の利用状況や安全性の向上にも配慮した長寿命化計画の見直しを検討します。また、さゆり公園施

設以外の４つの体育館については、老朽化が進んでいる施設が多いことから、町民のスポーツ活動を

妨げないよう、学校施設の開放といった代替施設の活用可能性も考慮して、今後の施設更新の要否を

検討するとともに、利用者数やコスト面に鑑み、適切な経費と施設の在り方を検討していきます。 

 レクリエーション施設・観光施設 

（１）現状や課題に関する基本認識 

レクリエーション施設及び観光施設は、森林活用交流促進施設（さゆりオートパーク）、フィール

ドアスレチック施設管理棟、地域資源活用総合交流物産館（よりっせ）、地域連携販売力強化施設（ミ

ネラル野菜の家）の４施設（延床面積 2,723 ㎡）を保有しており、公共施設全体の 3.5％を占めてい

ます。 

町の魅力発信や観光、物産販売等における重要な施設であることから、既に指定管理者制度の導入

などによりコストの縮減に努めています。 

（２）管理に関する基本的な方針 

既に指定管理者制度の導入などによりコスト縮減に努めていますが、今後はさらなるライフサイ

クルコストの低減を目指し、利用しやすい施設づくりを進めるとともに、計画的な維持管理・修繕に

より施設の長寿命化を図っていきます。 
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 保養施設 

（１）現状や課題に関する基本認識 

保養施設は、温泉健康保養センター（ロータスイン）の１施設（延床面積 2,368 ㎡）を保有して

おり、公共施設全体の 3.1％を占めています。 

源泉かけ流しの温泉を有する宿泊施設で、健康増進と福祉向上及び地域の振興を目的とした重要

な施設であることから、周辺施設であるさゆりオートパークなどと一体的に、親しみやすく気軽に利

用できる施設づくりを進めています。 

また、レクリエーション施設・観光施設と同様、指定管理者制度の導入などによりコストの縮減に

努めています。 

（２）管理に関する基本的な方針 

今後も施設の安全を維持していくため、老朽箇所の修繕・改修を計画的に実施するとともに、機能

強化・長寿命化を図っていきます。 

 

 学校およびその他教育施設 

（１）現状や課題に関する基本認識 

学校及びその他教育系施設は、西会津小学校及び西会津中学校、給食センターの３施設（延床面積

13,817 ㎡）を保有しており、公共施設全体の 17.9％を占めています。 

幼保・小・中の連携した教育環境整備の推進のため、平成 14 年度に西会津中学校、平成 24 年度

に西会津小学校の小中各 1 校に統合されています。 

「不易と流行」を基本に、新しい学びの教育を受けることができ、地域全体で子どもたちの学びや

成長を支えることができる教育環境を目指しています。 

（２）管理に関する基本的な方針 

小学校、中学校とも建設からの経過年数は 20 年以内であるものの、公共施設の中でも大規模な施

設であり、地域の防災拠点でもあることから、施設の状況を把握しながら計画的に修繕を進めていき

必要な機能が発揮できるよう、安全性能の確保に努めます。 

給食センター施設については、日常点検などにより施設の状況を適切に把握し、計画的な修繕や機

器の更新により、児童生徒に安心・安全な給食を提供できるよう施設整備に努めます。 
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 幼保・こども園 

（１）現状や課題に関する基本認識 

幼保・こども園は、こゆりこども園の１施設（延床面積 1,928 ㎡）を保有しており、公共施設全

体の 2.5％を占めています。 

こゆりこども園は、町内の保育所を統合し、平成 29 年４月に開園しました。保育料無償化をはじ

め、子育て支援センターや放課後児童クラブの充実、地域が一体となった子育て支援体制を整備し、

安心して子どもを産み育てられる環境づくりを進めています。 

（２）管理に関する基本的な方針 

新しい施設であることから、定期的な点検により、子育て支援の拠点施設として園児や保護者など

が安全・安心に利用できる良好な施設環境を維持していきます。 

 

 医療施設 

（１）現状や課題に関する基本認識 

医療施設は、国保西会津診療所と国保群岡診療所、さゆり薬局の３施設（延床面積 1,016 ㎡）を

保有しており、公共施設全体の 1.3％を占めています。 

国保診療所は、地域医療の中核的な役割を担う重要な医療機関です。設置から30年余りが経過し、

近年は老朽化による修繕が増えています。 

（２）管理に関する基本的な方針 

町民が安心して受診できるよう施設の改修や医療機器の導入を進めるとともに、県や近隣の医療

機関と連携を図りながら、医療体制の充実を図っていきます。 

 

 高齢福祉施設 

（１）現状や課題に関する基本認識 

高齢者福祉施設は、介護老人保健施設「憩の森」、地域ふれあいセンター、高齢者グループホーム

「のぞみ」、介護センター、老人憩の家、温泉リハビリプールの６施設（延床面積 4,277 ㎡）を保有

しており、公共施設全体の 5.5％を占めています。 

町民ニーズを的確に捉えながら介護サービスの充実を図ることを目的としており、その機能が十

分に発揮されるよう整備を進めていく必要があります。 

（２）管理に関する基本的な方針 

高齢者や障がいのある人などが、できる限り住み慣れた地域で生き生きと、安心して暮らせるよう、

介護保険事業計画との整合性を図りながら、計画的な修繕、維持補修により、ライフサイクルコスト

の縮減と施設の長寿命化を進めていきます。 
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 保健施設 

（１）現状や課題に関する基本認識 

保健施設は、保健センターの１施設（延床面積 502 ㎡）を保有しており、公共施設全体の 0.7％

を占めています。 

町民の健康増進を図ることを目的とした施設で、生活機能向上のための機能訓練や健康づくり教

室などに利用しています。 

（２）管理に関する基本的な方針 

計画的な点検・維持補修を継続してサービス体制の充実を目指すとともに、老朽化が進んでいる施

設でもあるため、適切な経費と施設の在り方についても検討を進めていきます。 

 庁舎等 

（１）現状や課題に関する基本認識 

庁舎等は、役場庁舎及び奥川支所（奥川みらい交流館）、新郷連絡所、徳沢出張所の４施設（延床

面積 4,905 ㎡）を保有しており、公共施設全体の 6.4％を占めています。 

役場庁舎は、全ての人が使いやすい施設であること、また、防災時の拠点となることなどを踏まえ、

耐震性や安全確保の観点を重視し、旧西会津小学校校舎を改修して平成 30 年７月に移転しました。

また、奥川支所は平成 25 年度に旧奥川小学校を活用して整備した奥川みらい交流館に支所機能を

移転しました。一方で、新郷連絡所及び徳沢出張所は、施設の老朽化が進んでいる状況です。 

（２）管理に関する基本的な方針 

役場庁舎は、改修後間もない施設であることから、定期的な点検により良好な施設環境を維持して

いきます。また、奥川みらい交流館、新郷連絡所、徳沢出張所についても、計画的な点検・修繕によ

り、コスト縮減と施設の長寿命化を図っていきます。 

 

 消防施設 

（１）現状や課題に関する基本認識 

消防施設は、１施設（延床面積 2,680 ㎡）を保有しており、公共施設全体の 3.5％を占めていま

す。 

消防団においては、人口減少や就労環境の変化を要因とする消防団員の減少など、組織的課題によ

る組織再編の検討が必要となっていることから、これに合わせた実効性のある施設配置を進めてい

くため、個別施設計画において事後保全を前提としています。このため、本計画においても同様に取

り扱うこととし、町内各所にある 77 の消防屯所などをまとめて１施設として計上しています。 

（２）管理に関する基本的な方針 

消防施設は、消防ポンプ車等の保管場所であるとともに、有事の際に活動の拠点となる重要な施設

です。消防団の組織再編の検討に合わせ、実効性ある施設配置を進めていきます。 
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 その他行政系施設 

（１）現状や課題に関する基本認識 

その他行政系施設は、ケーブルテレビ放送センター、ケーブルテレビ放送センター奥川地区サブセ

ンター、野沢除雪センター（除雪機械格納庫）、克雪管理センター、克雪管理センター大綱木分室、

雪室貯蔵施設、移動通信無線施設（14 施設）、テレワークセンター１号館、テレワークセンター２号

館、林業研修センター、お試し移住住宅、AIR 滞在施設、菌床培養施設、奥川除雪車格納庫の 27 施

設（延床面積 4,301 ㎡）を保有しており、公共施設全体の 5.6％を占めています。 

（２）管理に関する基本的な方針 

その用途や町民ニーズを踏まえ、維持補修や施設の整備を行っていきます。また、老朽化が進んで

いる施設もあることから、利用状況やコスト面に鑑み、適切な経費と施設の在り方についても検討を

進めていきます。 

また、令和３年４月に開所した小規模多機能型居宅介護施設（高陽の里）についても、既存施設と

同様、適切な管理を進めていきます。 

 

 公営住宅 

（１）現状や課題に関する基本認識 

公営住宅は、下小屋住宅、西原住宅、西林東住宅、第１定住促進住宅、第２定住促進住宅の５施設

（延床面積 10,221 ㎡）を保有しており、公共施設全体の 13.2％を占めています。 

町営住宅等長寿命化計画に基づき定期的な点検を行い、計画的な修繕・改修を行っています。 

（２）管理に関する基本的な方針 

町営住宅等長寿命化計画に基づき定期的な点検を行い、計画的な修繕・改修を行うとともに、予防

保全的な維持管理に努め施設の長寿命化を図っていきます。 

年数の経過により老朽化が進んだ施設は、日常の維持管理・修繕を行い安全確保に努めつつ、人口

の推移や長期的な需要の変動など、町全体の住宅供給のバランスに配慮しながら、計画的な建替えや

用途廃止等の検討を行っていきます。 

また、令和２年度には第３定住促進住宅を整備したことから、既存の公営住宅と同様、適切な管理

を進めていきます。 
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 公園 

（１）現状や課題に関する基本認識 

公園は、さゆり公園、野澤宿ポケットパーク、たかはし桜公園の３施設（延床面積 1,194 ㎡）を

保有しており、公共施設全体の 1.5％を占めています。 

本町が所有する公園は、休息、観賞、散歩、遊戯、運動等総合的な利用に供することを目的として

設置されたさゆり公園と、地域の憩いの場や緊急時の避難場所として設置された野澤宿ポケットパ

ーク、たかはし桜公園があります。 

（２）管理に関する基本的な方針 

さゆり公園の管理棟や東屋などの施設は、長寿命化計画に沿った施設の更新を行うとともに、必要

に応じて公園の利用状況や安全性の向上にも配慮した長寿命化計画の見直しを検討します。 

野澤宿ポケットパーク及びたかはし桜公園については、比較的新しい施設であることから、良好な

施設管理を維持するとともに、今後も町民や町外から訪れた人が、快適に利用できるよう適切に管理

をしていきます。 

 

 その他 

（１）現状や課題に関する基本認識 

その他は、公衆トイレ（４施設）と、高速バス待合所、祓川山荘、教員住宅、医師住宅（２施設）

の９施設（延床面積 1,308 ㎡）のほか、廃校となった旧小中学校などの普通財産を 21 施設（延床面

積 17,111 ㎡）保有しており、公共施設全体の 23.9％を占めています。 

（２）管理に関する基本的な方針 

公衆トイレ及び高速バス待合所、祓川山荘などは、利用者が不便なく利用できるよう、計画的な点

検・修繕により、コスト削減と施設の長寿命化を図っていきます。 

普通財産は、現在貸し付けを行っているものについては、点検・診断等により安全が確保できない

と判断された段階で早急に使用を中止します。現在利用していない遊休施設については、防犯上の問

題も想定されることから、利用状況が低く、老朽化が著しい施設については除却（解体撤去）等を検

討するとともに、町民ニーズを踏まえて有効かつ効率的な跡地の利用を検討します。 
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 道路 

（１）現状や課題に関する基本認識 

町道は、1 級町道が 29,161m、2 級町道が 35,946m、その他の町道が 344,762m、自転車歩行

者道が 15,952m、合計 425,821ｍを保有しています。また、林道は生活道路を含め、103,204m を

管理しています。 

道路は、持続可能なまちづくりの基本インフラであることから、定期的な道路パトロールや路面性

状調査により路面の状況を把握し、町民の安全安心の確保と良質な社会資本を将来に確実に引き継

ぐため、効果的な整備と効率的な維持管理に努めています。 

（２）管理に関する基本的な方針 

道路の維持管理は、各路線の危険度、緊急度、重要性などを総合的に勘案し、従来の対症療法型か

ら予防保全型に転換し、トータルコストの縮減と費用の平準化を図るとともに、長寿命化計画等に基

づき、国の交付金事業等を最大限に活用しながら補修工事等を実施することにより、安全性と安心感

を高めていきます。 

 

 橋りょう 

（１）現状や課題に関する基本認識 

現在、町道に架かる橋りょうを 167 橋保有しています。 

橋りょうは町民生活に直結する重要なインフラであることから、橋梁長寿命化修繕計画に基づき、

維持管理コストの縮減と事業費の平準化を図り、道路交通ネットワークの安全性と信頼性を将来に

わたり確保できるよう努めています。 

（２）管理に関する基本的な考え方 

西会津町橋梁長寿命化修繕計画に基づき、『予防保全型維持管理』へ転換した管理方法を継続しま

す。計画の内容については、ライフサイクルコストの縮減を目指すため、点検・修繕等の履歴を集積

し、修繕・更新・撤去を含む老朽化対策を行っていきます。 
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 上水道 

（１）現状や課題に関する基本認識 

上水道は、水道事業会計により事業を行っています。水道事業において 56,793m、簡易水道事業

において 53,575m の管路や浄水場及び配水池など各施設の老朽化が進行していることから、経営戦

略に基づき計画的かつ効率的な維持管理を実施することにより、安全安心な水道水の安定供給に努

めています。 

（２）管理に関する基本的な考え方 

上水道施設は、町民生活に直結する重要なインフラ設備です。 

水道事業では、経営戦略のほかに老朽管等の更新計画やアセットマネジメント計画を策定し、資産

管理を行いながら、修繕・更新費用の平準化を図り、維持管理費の縮減に努めます。 

簡易水道等事業では、地区の現状にあった施設規模の検討を行い、最適な施設の更新により、維持

管理等の軽減を図ることで維持管理費の縮減に努めます。また、将来にわたり持続可能な事業運営を

行うため、使用料の改定等も視野に入れて検討していきます。 

 

 下水道 

（１）現状や課題に関する基本認識 

下水道は、下水道事業会計により事業を行っています。公共下水道事業において２つの処理施設と

管路 26,614m を保有し、農業集落排水処理事業においては公共下水道へ統合する森野地区を含む６

処理施設と管路 24,179m の管路を保有しています。 

公共下水道事業は平成 12 年の供用開始から約 20 年が経過しており、また、農業集落排水処理施

設は最も古い施設で平成 7 年に供用開始していることから、約 25 年が経過しているため、経営戦略

に基づいた計画的な施設更新と適切な維持管理に努めています。 

（２）管理に関する基本的な考え方 

下水道施設は、上水道施設同様、町民生活に直結する重要なインフラ設備であることから、経営戦

略のほかにストックマネジメント計画等に基づき、施設・管路等の改修・更新費用の平準化を図りな

がら、維持管理経費の縮減に努めます。また、将来にわたり持続可能な事業運営を行うため、使用料

の改定等も視野に入れて検討していきます。 
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第５章 計画の推進方針 

 全庁的な取り組み体制の構築及び情報管理・共有方策 

本計画に基づく公共施設等のマネンジメントを推進していくため、各施設所管課が保有施設の状

況把握を行うとともに関連部署との連携を図りながら横断的に管理できる体制の構築に努めます。 

また、必要に応じて本計画の改訂を行うとともに、公共施設の利用状況などは定期的に調査し、そ

の結果を適時に共有するなど、各施設の所管課において職員一人ひとりが経営感覚を養い、全体の最

適化を意識した公共施設マネジメントの視点を持てるような管理体制を推進していきます。 

 フォローアップの実施方針について 

① 本計画で示した「公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針」や「施設類

型ごとの管理に関する基本的な方針」に関する進捗状況について、定期的に評価を実施していき

ます。 

② 進捗状況に関する評価の結果、大幅な状況の変化があった場合には、本計画を改定します。 

③ 概ね５年ごとに計画の改定を行っていくことにより、計画の進捗状況や社会環境の変化など

に対応した見直しを行っていきます。 

 議会や住民との情報共有について 

町議会や町民との情報共有などについては、本計画において十分な 説明を行っていくとともに、

本計画に基づく施設の整備にあたっては、できる限り地域や町民のニーズを汲み取りながら進めて

いきます。 

 PDCA サイクルの推進方針 

計画の推進にあたり、各種計画の内容が実行されたかを庁内検討委員会等において評価し、この結

果に基づき公共施設等総合管理計画の改訂を行います。社会情勢及び経済情勢の変化に柔軟に対応

するため概ね５年ごとに見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設等総合管理計画 

各長寿命化計画等 

点検/調査 
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